

　　　　　　　　資源循環技術・システム表彰申請書
平成　　年   月    日
財団法人クリーン・ジャパン・センター御中
	　　　　（ふりがな）

①会社名又は事業所名
	                                                      （印）

	②〒　所　在　地
	

	　　（ふりがな）
③代表者役職氏名
	                                                      （印）

	④資本金又は基本財産
	     百万円
	 ⑤従業員数
	     人
	 ⑥出荷額
	  　　 百万円／年

	　　（ふりがな）
⑦連絡者役職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　電  話

　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

 住所（②の所在地と同じ場合は省略可）

	⑧申請テーマ名（ふりがな）
（申請内容を端的に表現する
　テーマ名を付けて下さい）
	

	⑨発生・排出抑制の対象
　となる副産物・廃棄物
	

	⑩発生・排出抑制実施前の
　副産物・廃棄物量
（平成　　年（年度）実績 ）
	 　　発　生　量（※１）           　  ｔ／年
 　　排　出　量（※２）        　   　ｔ／年
 　　最終処分量　　    　　　     　  ｔ／年

	⑪発生・排出抑制実施後の
　副産物・廃棄物量
　（平成　　年（年度）実績 ）
	 　　発　生　量（※１）     　        ｔ／年
 　　排　出　量（※２）       　      ｔ／年
 　　最終処分量                 　    ｔ／年

	⑫発生・排出抑制の
　開始年月
	
	 ⑬発生・排出抑制の
   継続年数
	


	⑭本制度にかかる過去の表彰
　実績
	
	 ⑮他の制度による
   過去の表彰実績
	

	⑯所属団体名
	
	 ⑰本表彰の募集を何
 　で知りましたか
 　（具体的に）
	

	⑱自社ホームページ

　環境関係ＵＲＬ
	


※１「発生量」とは、事業所内で副産物や廃棄物（有価物を含む）が発生した時点の量をいいます。
※２「排出量」とは、事業所外に排出される廃棄物量（有価物として売却した量を除く）をいいます。

　＊共同申請の場合は、各申請者毎に様式－３をご提出下さい（１頁目について）。

　　会社名又は事業所名は正式名称をご記入下さい。表彰状等にはこの名称を記載します。

　　なお、ファイルの都合上、ホッチキス綴じの場合は左上隅を綴じるよう（一個所）お願いします。
　　本ページは片面コピーとし、次ページ以降は両面コピーとする。また、上記説明文（斜体）は申請書作成時すべて削除すること。
◎以下、具体的な申請内容について、下記の項目に従って記入して下さい（Ａ４版、縦長、横書とし、

一番上に前ページの表紙を添付して下さい）。
※上記及び下記説明文（斜体）は申請書作成時すべて削除すること。

１．発生・排出抑制を開始した経緯
　副産物や廃棄物の発生・排出抑制を開始した経緯、動機、社会的背景等について記入する。
２．発生・排出抑制の実施体制
下記の例を参考に発生・排出抑制の実施体制を説明する。なお、協力する処理事業者・リサイクル事業者等がある場合は社名を明記し、自社で実施する事項と協力企業で実施する事項の区別を明確にする。

〔発生・排出抑制の実施体制〕（記入例）























３．発生・排出抑制実施以前の状況
発生・排出抑制を実施する以前の副産物や廃棄物の発生・排出・処理・処分状況について説明する。

〔実施以前の状況〕（記入例）



















　１　（←　ページを付ける）
４．発生・排出抑制の取り組み内容
発生・排出抑制の具体的な実施内容について、以下(1)～(9)の項目に従い記述する。なお、申請内容にリサイクル事業者への委託が含まれる場合、必ず(5)~(8)を記入すること。
　(1)生産工程や製法の改良等による副産物の発生抑制
　　生産工程や製法の改良による歩留向上、高純度原材料の使用、あるいは製品自体の構造等を工夫する等によって副産物の発生を抑制している場合、その技術内容を説明する（フローシートや図面を用いて、改良した箇所や改良前・改良後の相違点が明確になるように記述する）。また、発生抑制の実施に伴う副産物発生量の推移を下記の例により記入する。（下表に記入しない場合は表も削除すること）
（単位：ｔ／年）

	副産物名
	発生抑制実施前の発生量
	発生抑制実施後の発生量

	
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　(2)廃容器・廃梱包材の発生抑制
　　原材料や資材の容器をリターナブル化する、梱包を簡易化する等によって廃容器・廃梱包材の発生を抑制している場合、その内容について説明する。また、廃容器・廃梱包材発生量の推移を下記の例により記入する。（下表に記入しない場合は表も削除すること）
  （単位：ｔ／年）

	廃容器・梱包材名
	発生抑制実施前の発生量
	発生抑制実施後の発生量

	
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　

(3)工程内（事業所内）利用による副産物・廃棄物の排出抑制
　　発生した副産物や廃棄物を工程内又は事業所内で有効利用して、外部への排出を抑制している場合、その内容について説明する（フローシートや図面等を用いて、廃棄物の種類と量、発生する部門と利用する部門、利用方法等が明確になるように記述する）。また、排出抑制の実施に伴う廃棄物の事業所外排出量の推移を下記の例により記入する。（下表に記入しない場合は表も削除すること）
（単位：ｔ／年）

	廃棄物名
	排出抑制実施前の排出量
	排出抑制実施後の排出量

	
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　(4)リサイクル製品の製造・販売
　自社の副産物や廃棄物を原料に、自らリサイクル製品を製造・販売している場合、その内容について説明する。また、リサイクル工程に投入した廃棄物量、リサイクル製品の生産量・販売量の推移について下記の例により記入する。（次表に記入しない場合は表も削除すること）
　２　（←　ページを付ける）

〔廃棄物名：　　　　〕　〔リサイクル製品名：　　　〕　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｔ／年）

	
	平成２０年
	平成２１年
	平成２２年

	リサイクル工程に投入した廃棄物量
	
	
	

	リサイクル製品の生産量


	
	
	

	リサイクル製品の販売量


	
	
	


(5)副産物・廃棄物の前処理・品質管理
リサイクル事業者が有効利用しやすいように、自社の副産物・廃棄物を前処理・加工する、又は副　産物の品質管理を行う等の取り組みを実施している場合、その内容を具体的に説明する。
　(6)リサイクル事業者における自社廃棄物のリサイクル状況
　　リサイクル事業者に引渡した自社廃棄物のリサイクル状況や、自社廃棄物を原料にして作られたリ　サイクル製品の売れ行き等について、リサイクル事業者ごとに下記の例により記入する。（下表に記入しない場合は表も削除すること）
〔業者名：　　〕　〔廃棄物名：　　〕　〔リサイクル製品名：　　　〕　　　　　　　（単位：ｔ／年）

	
	平成２０年
	平成２１年
	平成２２年

	業者に引き渡した廃棄物量


	
	
	

	業者が原材料として利用

した廃棄物量
	
	
	

	リサイクル製品の生産量


	
	
	

	リサイクル製品の販売量


	
	
	


  (7)リサイクル事業者への技術供与等
　　自社廃棄物のリサイクルを委託している業者に対して、リサイクル技術の供与や有効利用用途の共　同開発等を行っている場合、その内容について説明する。
　(8)リサイクル事業者に対する再生品需要拡大の協力
　　自社廃棄物のリサイクルを委託している業者に対して、再生品を買い上げる、又は再生品の販売促進に協力する等、需要拡大に関する協力を行っている場合、その内容について説明する。
  (9)その他
　　(1)~(8)の他、廃棄物の発生・排出を抑制するために実施している事項が有れば、記入する。
５．副産物や廃棄物の発生量・排出量・最終処分量の推移
上記の各種取り組みの実施によって、事業所全体の副産物や廃棄物の発生量・排出量・最終処分量はどのように推移したか、下記の例により記入する。（下表に記入しない場合は表も削除すること）
（単位：ｔ／年）

	
	発生抑制の実施前
	発生抑制の実施後

	
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年

	事業所全体の発生量


	
	
	
	
	

	事業所全体の排出量


	
	
	
	
	

	事業所全体の

最終処分量
	
	
	
	
	


　３　（←　ページを付ける）
６．特許等の有無
申請内容に関連する特許、実用新案等（出願中も含む）がある場合、その概要を説明する。

〔記入例〕（下表に記入しない場合は表も削除すること）
	特許等の番号
	特許等の名称
	特許等の当該申請内容に

占める箇所
	特許等の概要

（図面等を添付のうえ説明）

	
	
	
	

	
	
	
	


７．申請内容の特徴・新規性、同業他社との相違点
　発生・排出抑制の手法や実施内容に係る特徴・新規性、あるいは同様の取り組みを実施している他社と比較しての相違点等を記入する。
８．保有設備の性能等
当該申請内容に関連する保有設備について下記の要領で記入する。
〔記入例〕（下表に記入しない場合は表も削除すること）
	設備の名称
	メーカー名
	処理能力
	基　数
	取得年月日
	稼働状況
	性能等

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


９．二次公害防止のための対策
　自社及び自社廃棄物のリサイクルを委託している業者等における二次公害の発生状況、並びにその対応について記入する。
　(1)二次廃棄物の発生・処理・処分状況
　　当該申請内容に係る二次廃棄物の発生状況および処理・処分方法について具体的に記入する。
　(2)二次公害防止のための対策
　　大気・水質・騒音・振動・悪臭・粉じん等の二次公害防止対策を具体的に記入し、第三者機関の分析・検　査等の証明書を添付する。また、当該地区における環境基準値も併せて明記する。

１０．発生・排出抑制の動向
　(1)実施上の問題点と対応策
　　副産物や廃棄物の発生・排出抑制を継続実施する上での問題点があれば記入する。また、その対応　策や政策として要望したい事項等について記入する。
　(2)将来構想
　　発生・排出抑制を今後どのように拡充させていくかについて、その構想を記入する。
　４　（←　ページを付ける）
鉄スクラップ














様式３


（副産物・廃棄物の発生・排出抑制事業）














PP成型加工端材





ガラス研磨汚泥





洗浄用有機溶剤





廃段ボール箱





廃パレット





　脱　水





有機汚泥





　分別回収





破砕・チップ化





再生利用（８０％）





鋳物廃砂





自　社　で　実　施





鋳物原料として自社内利用





工程内で１００％循環利用





通い函に切り替えて発生量を削減





オフィス古紙





工程を改良し発生量を６０％削減





純水洗浄に切り替えて全廃





廃潤滑油





燃料油に再生





 脱　水





パーティクルボードを製造





商社を通じて販売





再生ＯＡ用紙を製造





再生ＯＡ用紙を購入





○ ○ 製　紙





△△産業（産廃処理業）





コンポスト化





自　社　で　実　施





洗浄用有機溶剤





　焼却処理





廃段ボール箱





オフィス古紙





ガラス研磨汚泥





PP成型加工端材





鉄スクラップ





鋳物廃砂





廃パレット





有機汚泥





廃潤滑油





鋳物原料として自社内利用





　脱　水





古紙回収業者に


引き渡し





　脱　水





　焼却処理





埋立処分


（２０％）





処理委託





販　　売





再生燃料油を購入





　溶融減容化





埋立処分





再生業者に


引き渡し





埋立処分





　破　砕





埋立処分
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